
香教連は、６月５日（火）１６：００から県庁１２階第１・２会議室において、香川県教委との総括交渉を行った。香教連側は、田中
委員長ほか８名が出席。県教委側は、細松教育長ほか１２名が対応した。
主な要望と回答は、以下の通り。太字は要望項目、香教連の主張はゴシック、県教委の回答は明朝斜体字で表記している。

財政再建政策による月例給カットが、再度延長されることがないよ 学校の実情に応じて、より効果的な少人数教育が行われるよう、少
う、県予算を適性に運用すると共に、教職員だけでなく全県民に進捗 人数授業と少人数学級の選択を学校の判断で行うことができるよう、
状況を示すよう、財政当局に働きかけること。また、引き続き、期末 導入している他県の情報を参考にすること。
勤勉手当及び部活動手当を含む教員特殊業務手当をカットの対象とし 【佐々木副委員長】現在、特別支援学級の子供を含めて、
ないこと。 ４１名の担任をしている。運動会で、子供の指導と安全の

【田中委員長】月例給カットが、本年度よりさらに３年間 両面を考えると、担任一人では厳しいと感じた。保護者へ
再度延長された。今後、このようなことがないよう、県予 のアンケートでは、１クラスであれば、少人数指導をして
算を適性に運用すると共に、教職員だけでなく全県民に進 ほしいという希望が多かった。自分の心にゆとりをもって
捗状況を示すよう、財政当局に働きかけていただきたい。 子供に接していきたいと考えているが、難しい現実がある。
また、部活動手当等、４つの教員特殊業務手当について 小学校でも、少人数学級の導入を考えていただきたい。
は、今年の１０月から倍増することが決定した。ただし、
地方が財政上厳しいと判断し、条例でカットする可能性が 【森事務局長】香川型指導体制については、「今のままで

ある。香川県で、このようなことにならないよう要望する。 よい」と「改善すべき」が半数ずつというアンケート結果
だった。「改善すべき」の内訳は、少人数学級編制、弾力

【宮本総務課長】 新たな財政再建政策については、議会で 的な運用、という理由が３年連続上位を占めている。
も県民に説明があった。税収が伸びない等の理由で、３年 「文部科学省は、市町教育委員会が公立小中学校の学級
間延長が示された。十分ご理解願いたい。諸手当等につい 編制を決める際、学級編制手続きなどの簡略化に向けて検
ては、減り張りのついた給与体系の中で、部活動手当等の 討に乗り出す方針を固めた」という記事があった。このこ
倍増が示されている。スケジュールに則り、やっていきたい。 とは、少人数学級編制の良さを認めている証拠である。少

人数学級を学校の判断で選択できるようになればありがたい。
勤務に関する改正については、校長会等を通じて、全教職員に早急
に、しかも確実に伝達すること。 【藤本義務教育課長】 今年から、複数担任の非常勤講師

【雁木女性部長】条例や規則の改正が、現場の教職員にき を３２時間にして、きめ細かく配慮できるようになってい
ちんと周知されていない現状がある。制度自体を知らなか る。主要教科については、少人数指導が効果があると考え
ったり、名前は聞いたことがあっても制度の内容を知らな ている。少人数学級担任にすると、１クラスは増加するが、
かったりする場合がある。 あとの学年には反映されない。限られた人材をどうするか、
例えば、「育児短時間勤務制度」である。制度を理解して 年々検討している。香教連のアンケートを参考にさせてい
いなかったために、制度を活用できなかったということで ただくが、現時点では、今の体制がいいと考える。
は困る。これは、一例であるが、全教職員が制度について

きちんと理解できるよう、県教委からしっかり働きかけて欲しい。 「人事異動の基本的な考え方」に変更があった場合には、変更点が
早急に、しかも確実に伝わるようにすること。

【藤本義務教育課長】 規則改正が特に多くなっている。 【好井執行委員】「人事異動の基本方針」及び「人事異動
公立小中学校では、市町教育委員会に通知をし、各学校へ の基本的な考え方」は、毎年度検討を行っていると聞い
の周知に努めている。「育児短時間勤務制度」は、１月中 ている。もし、変更があった場合には、変更点が早急に、
旬に、同様に周知した。きちんと伝わっていないという実 しかも確実に香教連や学校現場に伝わるようにしていた
態があるようなので、不明な点があれば、それぞれの市町 だきたい。１１月には、香教連の会員から、香教連用の
教育委員会や教育事務所にお尋ねいただきたい。せっかく 異動希望を出していただくようになっている。それまで
の制度であるので、十分対応できるようにしていきたい。 に変更点を伝えていただきたい。

「全国学力・学習状況調査」の結果を、実施後速やかに学校現場に 【藤本義務教育課長】平成１５年度から実施している。基本的な考え方
伝え、児童生徒への指導に役立つよう、国に働きかけること。また、 に則って、人事異動の手順を踏まえて行っている。自分のライフスタイ
県の学力状況調査の運用が変更になったことについての説明を行うこ ルを考えて、積極的な地域間異動を出していただけるようになった。今
と。さらに、市町単独で実施している調査が、児童生徒の負担になら 後も、基本方針は、１２月に異動調査票を出す前に周知していきたい。
ないよう、調査を実施している市町に働きかけること。

【木谷執行委員】来年度から、県学習状況調査において、 主幹教諭、指導教諭の任用基準を明確に示すこと。さらに、主幹教
小学校６年生の国語と算数、中学校の数学を廃止にするこ 諭、指導教諭に過度の負担がかからないよう、多数の主幹教諭、指導
とになった。どのような展開になって、今回の決定になっ 教諭を任用すること。
たのか、説明をいただきたい。 【中浦副委員長】香川県では、来年度に、主幹教諭・指導
「全国学力・学習状況調査」の結果公表が遅くなれば、 教諭の任用が予定されている。導入するだけでなく、きち
当然指導に生かせない。文部科学省は、９月までに調査結 んとした人選が行われ、学校で機能的な役割を果たすこと
果を公表する予定だが、まだ遅いと考える。個人の結果だ ができるようにしていただきたい。そのためには、任用基
けでも、７月に公表されれば、夏季休業中に、個人の学習 準を明確に示していただきたい。

目標もでき、に子供たちのためになる制度になると考える。 主幹教諭・指導教諭の任用は、香教連が長年要望してき
た内容と一致しており、管理職以外の道での処遇改善につ

【地下事務局次長】県学力状況調査の実施時期については、 ながることが期待できる。今回のアンケート結果をぜひ参
「改善すべき」という回答が２５％あった。全国学力・学 考にしていただき、来年度の導入をお願いしたい。
習状況調査の実施時期とずらす方がよいということであ
る。あとのアンケート結果も参考にしていただきたい。 【多田執行委員】主幹教諭、指導教諭への任用数が少な
学校への周知不足から、社会科の実施、６年生の国語・ いと、少数の主幹教諭・指導教諭に過度の負担がかかる
算数と中学校３年数学の非実施も選択できることを知らな と危惧される。また、今以上に負担がかかれば、希望者
かった先生方がいる。周知時期や内容にもよるだろうが、 がいなくなることが懸念される。そのような結果になら
少なくとも実施前に周知徹底が行われるように望む。 ないためにも、東京都や徳島県など、先行導入した他県

の動向をしっかり研究していただき、よりよい制度にな
【藤本義務教育課長】次年度以降の県学力状況調査における全国学力・ るよう配慮していただくとともに、できる
学習状況調査と重複する教科・学年の調査については、２１年度以降実 だけ多くの主幹教諭・指導教諭を採用して
施しないことを既に校長会・市町教育長に伝えている。全国学力・学習 いただきたい。
状況調査の分析内容を勘案して、重複を避けることは、学校の負担軽減
にもなるし、予算削減にもなるので、実施しないという判断をした。市 【藤本義務教育課長】新たな職の設置については、現在検
町単独のテストについては、市町の判断に任せている。アンケート結果 討中である。今日いただいた意見や他県の状況を踏まえ、
については、十分参考にさせていただきたい。全国学習・学習状況調査 教師が子供と向き合う時間の確保、学校運営等を考慮しな
の結果を、少しでも早く出していただきたいと国に要望している。 がら、今後検討していく。


